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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は、オーストラリア連邦政府において 2008 年 1 月に実現した、自由党から労働党へ
の政権交代が、先住民教育政策に及ぼした影響を分析することを目的としてきた。1970 年代に
連邦政府主導の先住民教育政策が開始されて以来、労働党が政権を獲得するたびに、大きな変
革がもたらされた。今回も、「格差是正」政策の一環として、先住民生徒の教育成果の向上が、
これまで以上に強調されてきた。また、教育を受ける側としての先住民という位置づけが自明
視されてきたが、労働党政権下での教育政策では、先住民もまた教育成果の向上に責任を有す
る立場としての教育提供者側との「対等」なパートナーシップを構築するシステムが提案され
てきた。現在のところ、劇的な先住民の学力向上は見られないが、先住民自身の学校教育への
意識は着実に変化している。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This research project aims to make clear what kind of impact of a change of 
Australian federal government on indigenous education policy. Since 1970s indigenous 
education policy implemented by federal government has been innovated by a change 
of power. At this time of change of power from liberal party, federal labor government 
has emphasized on ‘Closing the Gap’ between indigenous and non-indigenous people in 
terms of statistical educational outcomes. In this context education provider, it 
recognized mainly non-indigenous staff, plan for co-responsibility and partnership for 
equal opportunity and outcomes with indigenous teacher and community member. At 
present we could not grasp the highly improvement of education outcomes of 
indigenous students in national learning assessment. However the thinking of 
indigenous education leader about school education have steadily changed. 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究を開始した 2010 年当初は、オース
トラリア連邦政府の政権交代がなされ、２年
が経過した段階であった。そのため、労働党
政権が、前自由党政権の政策をどの程度引き
継ぐのか、それとも全くの新しい政策を実施
するのかは未知数であった。 
 当時の労働党党首ケビン・ラッド(Kevin 
Rudd)は、オーストラリアの首相として初め
て公式に、先住民に対して「謝罪」を表明し
た。また、教育担当大臣には当時、副首相で
もあり、現首相であるジュリア・ギラード
(Jullia Gillard)が就任していた。そのため、
少なくとも、研究開始段階では先住民教育政
策に対して、それまでとは異なる「何か」が
起こることを十分、予感させるものであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、オーストラリアの連邦政
府で 2008 年１月に実現した政権交代が、先
住民教育政策に及ぼす（であろう）影響を分
析することにある。 
 その際には、以下を視点としていた。第一
に、政権交代による先住民教育政策の継続性
と断続性の把握である。第二に、全国学力調
査の実施に伴う教育成果重視の影響である。
これは、先住民の社会・文化的特性をいかに
尊重しつつ、これらの教育成果の向上を達成
するかにもつながる。第三に、学校教育に関
わる先住民・非先住民の関係性の変化である。
一般的な認識では、教育提供者が非先住民、
教育受給者側が先住民という関係性に、どの
ような変容がもたらされているのかを明ら
かにする。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は以下の三点を通して進めてき
た。また、それぞれ①先住民教育政策全体、
②学力向上政策、③教員養成・研修、④先住
民の学校教育への意識変容などの視点を定
めながら、分析を進めた。 
 
（1）政策分析 
 ここで分析対象となる先住民教育政策は、
全国政策では主として「先住民教育アクショ
ンプラン(Aboriginal and Torres Strait 
Islander Education Action Plan) 「格差是
正 (Closing the Gap)政策」である。これに
付随して、先住民を含めた教員の質を向上さ
せるための教員養成・研修に関連する政策分
析にも留意した。 
 さらに、地域的にはクイーンズランド州お
よび州極北部トレス海峡島嶼地域およびケ
ープヨーク地域の教育政策の分析に務めた。 
 
（2）現地調査 

 いずれの年度も、オーストラリアでの現地
調査を行った。その際には、クイーンズラン
ド州の州都ブリスベンでの資料収集および
インタビュー調査が中心であった。ここでは、
州教育省や教育関係機関（教育評価および教
員研修・養成）を主に訪問し、インターネッ
ト上で入手可能な文書を通しては、把握する
ことができない現状について、インタビュー
を通して明らかにした。 
 また、ニューサウスウェールズ州シドニー
や南オーストラリア州アデレードも訪問し、
大学での資料収集及び研究者との情報交換
を行った。両地域との、先住民の全国教育政
策に大きな影響力を持つ州である。また、言
語教育や学習向上を重点的に行なっている
学校を数校訪問した。 
 
（3）文献分析（先行研究） 
 先住民教育全般に関しては、ベレスフォー
ドの『アボリジニ教育の改革と抵抗(Reform 
and Resistance in Aboriginal Education)』
(2012)を主に参考としつつ、オーストラリア
の先住民教育の動向の把握を試みた。 
 また、法律家であり、教育者でもある先住
民ノエル・ピアソン(Noel Pearson)の著書・
論文を『ラディカルな希望：オーストラリア
の教育と平等(Radical Hope; Education & 
Equity in Australia)』(2011)を中心に分析
した。ピアソンはケープヨーク地域出身の先
住民であり、先住民政策全般のオピニオンリ
ーダーと全国的に認識されている。 
 
４．研究成果 
 三年間の研究を通して、政権交代後の先住
民教育政策及びその及ぼす影響の特色とし
て、以下の三点が明らかになった。 
 
（1）成果重視の流れの定着 
 教育成果を重視する流れは、全国学力調査
の導入以来、先住民に限らず、学校教育全体
を巻き込んでいる。それにより、これまで同
国の学校文化には必ずしも浸透して来なか
った「テスト対策」という考え方が教員及び
教育活動において広まってきた。これは労働
党への政権交代が起こる以前から引き継が
れた傾向といえる。労働党政権では、格差是
正を最優先目標としているため、一層、数値
的なデータに限定はされるが、その教育成果
を重視する傾向に、拍車がかかったといえる。 
 その流れの中で、先住民の教育成果は、非
先住民のそれと比較し、数値的には明確に劣
っている。現在、世界的に注目されている基
礎学力（リテラシー・ニューメラシー）領域
だけではなく、就学前教育へのアクセス、後
期中等教育の修了率などが、その成果の指標
として設定されている。その数値上の格差を



いかに縮小していくかが、労働党政権の先住
民教育政策の最優先事項となった。 
 
（2）学校に対する先住民意識の変容 
 先住民教育政策における成果重視の流れ
は、主たる教育提供者である政府の独断で進
められてきたわけではない。学校教育を中心
とした先住民のリーダーも、その流れに呼応
する傾向があった。特にクイーンズランド州
極北部のケープヨーク地域では、ノエル・ピ
アソンを中心に、先住民指導者が州教育省と
連携し、生徒の学力向上を図る方針を明確に
示した。そこには、学力向上に関する実践に、
「言い訳をしない(no excuse)」姿勢が先住
民自身にも求められると主張した。 
 また、全国・州段階の先住民教育政策では、
先住民の自治的権限の実現から、非先住民と
責任を共有するというパートナーシップ概
念が全面的に促進されている。学校教員の段
階までの、この政策に基づく意識変容が広ま
っているかは今回明らかに出来なかったが、
学校の管理職、教育省職員など、指導者的な
立場にある先住民には徐々に浸透している
といえる。 
 
（3）是正されない格差 
 ケープヨーク地域のようにリーダシップ
をもつ先住民指導者が運営する学校も存在
し、それらの学校では実際に教育成果も向上
している。しかし、全国的な傾向からは、先
住民生徒の教育成果は、1990 年代から一貫し
て、一進一退であると表現したほうが適切で
ある。つまりは、少なくとも教育成果に関し
て、政権交代は殆ど影響を及ぼしていない。 
 ただし、ピアソンらは、先住民生徒の教育
成果を全国的に分析すると、非先住民よりも
劣っている。しかし、特定の学校や地域など
「個別事例」を見ると、非先住民との格差が
着実に是正されている場所もあることを指
摘している。そのため、先住民の文化的・社
会経済的背景のみに、先住民の教育成果の低
さを求めるべきではなく、教育実践の「質」
の向上を求めている。 
 
以上、本研究で明らかとなった三点を述べた。
2013 年には連邦政府の総選挙が予定されて
いる。はたしてその結果によっては、先住民
教育政策に再度、大きな影響を及ぼすのかと
の危惧も教育関係者には見受けられる。 
 しかし、３年間の研究における課題もある。
第一に、タイトルにもある「実践的分析」を
貫徹できなかった点である。教員や教職経験
の教育省職員にインタビューでは不十分で、
教育実践や政策実施の現状に関する対話的
な調査が必要であった。 
 また、ピアソンらが指摘する教育成果の向
上に成功（失敗）している個別事例（学校・

地域）に関する分析を今後、進めて行きたい。 
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